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名古屋市公共施設等総合管理計画の概要

対象施設
次の施設及びその敷地等の土地
・市設建築物（一般施設、学校、市営住宅等）
・公共土木施設（道路、河川、公園等）
・公営企業施設（上下水道施設、交通事業施設）
・公立大学法人名古屋市立大学の施設

計画期間
令和 ４ 年度から令和１３年度までの１０年間

公共施設等総合管理計画とは、公共施設等を健全な状態で維持し、利用される皆様へ安心・安全で適切
なサービスを継続的に提供していくために、公共施設等の維持管理・更新等に関する理念を定め、計画的
かつ効率的な取組みを推進することを目的に策定した計画です。

計画の目的

計画体系



名古屋市公共施設等総合管理計画の推進に向けた基本理念

安心・安全な
公共施設等の維持管理・更新

社会的ニーズに対応した
公共サービスの提供

継続的かつ持続可能な
コスト管理

この３つの基本理念を念頭に

施設の⻑寿命化・施設の再編整備・保有資産の有効活用等

の３つの取組みを進めることにより、計画的かつ効率的な維持管理・更新等を推進します。



３つの取組みの考え方
取組み 施設類型 考え方

市設建築物
（一般施設・学校・市営住宅等）

原則として概ね80年建物を使用することを目標に施設の⻑寿命化を進め、施設を安全で適切に利用できる
状態を保つとともに、経費の抑制と平準化を図ります。

公共土木施設
（道路・河川・公園等）

計画的な調査・点検を実施し、損傷が深刻化する前に補修を行う「予防保全型維持管理」により、施設の
⻑寿命化に取り組みます。

公営企業施設
（上下水道施設）

施設全体の健全性を保つ取組みを進めるとともに、地震対策や浸水対策、環境保全への取り組みなどと整
合を図りながら改築・更新を進めることで効率的に機能向上に取り組みます。

公営企業施設
（交通施設）

対象施設をその特性に応じて分け、効率的な維持管理・更新を実践します。

市設建築物
（一般施設・学校・市営住宅等）

施設の現状や事業施策の観点も踏まえつつ、類似・重複した機能を統合する「機能重視」の視点に立っ
て、⻑期的な視点から必要なサービスを整理し、将来のまちづくりを⾒据えた施設の再編・再配置を図り
ます。

公営企業施設
（上下水道施設）

施設の改築や業務執行体制の効率化に合わせて、集約化について検討します。また、多様な官⺠連携⼿法
を導⼊することにより⺠間事業者の技術・ノウハウを効果的に活用します。

公営企業施設
（交通施設）

建築物の更新等の機会を捉えて、施設の複合化について検討します。また、公⺠連携の促進により⺠間企
業等の持つ資金、ノウハウ等の活用を検討します。

保
有
資
産
の

有
効
活
用

各施設共通 余剰となった資産については、将来的な活用⾒込みや資産価値などを踏まえた売却や貸付け等を実施する
ほか、公⺠連携を通じた保有資産の有効活用に取り組みます。

計
画
の

推
進 各施設共通

本計画を推進するにあたっては、アセットマネジメント推進部門、施設所管部門及び営繕部門が密接に連
携し取り組みます。
本計画の進捗管理に当たっては、本計画に基づき施設類型ごとに策定された個別施設計画をもとに取組み
を進め、所管部門において適切に個別施設計画を進捗管理します。

施
設
の

 
⻑
寿
命
化

施
設
の

 
再
編
整
備



① 施設の⻑寿命化（市設建築物） 令和6年度
施設類型

20 施設 19 施設

うち過年度から引き続き実施する施設数 0 施設 0 施設

22 施設 19 施設

うち過年度から引き続き実施する施設数 5 施設 8 施設

1 施設 1 施設

2 施設 2 施設

93 施設 86 施設

58 施設 55 施設

29 校 29 校

うち過年度から引き続き実施する施設数 8 校 8 校

24 校 19 校

うち過年度から引き続き実施する施設数 0 校 1 校

8 校 8 校

2 校 2 校

140 件 126 件

実績予定

実施実施

実施 実施

事項
設計

工事

設計

工事
メンテナンス改修

リニューアル改修

工事

一般施設

設備改修（保全改修と合わせて実施）

計画修繕

改善（計画修繕の機会等に実施）

設計

設計

工事

設計

工事
保全改修

リニューアル改修

機能保全

市営住宅等

学 校



① 施設の⻑寿命化（公共土木施設） 令和6年度

道 路 橋 239 橋 239 橋 51 橋 51 橋

横 断 歩 道 橋 109 橋 18 橋 13 橋 14 橋

大 型 標 識 等 729 基 714 基 150 基 144 基

大 型 カ ル バ ー ト 0 か所 0 か所 0 か所 0 か所

ト ン ネ ル 0 か所 0 か所 0 か所 0 か所

車 道 舗 装 55 万㎡ 56 万㎡

道 路 照 明 3,778 基 2,616 基 7,085 基 6,807 基

街 路 樹 1,036 本 1,095 本

自 動 車 駐 車 場

自 転 車 駐 車 場 等

河 川

ポ ン プ 施 設

排 水 路 7.4 km 8.7 km

貯 留 施 設

公 園 施 設 1,493 公園 1,493 公園 128 公園 132 公園

維持管理・更新等

維持管理・更新等

維持管理・更新等

維持管理・更新等

維持管理・更新等

計画更新・⾒直し

点検・診断等

点検等

点検等

点検・診断等

点検・診断等

点検・診断等

点検・診断等

維持管理・更新等

維持管理・更新等

維持管理・更新等

維持管理・更新等

維持管理・更新等

点検・診断等

点検・診断等

点検・診断等

点検・診断等

点検等

計画更新・⾒直し

点検等

点検・診断等

施 設 類 型
予定

点検・診断等
実績

維持管理・更新等
予定 実績



① ⻑寿命化の取組み（公営企業施設） 令和6年度
区分 施設類型

2 池 2 池
2 塔 19 塔
5 km 8 km

4 池 4 池
45 km 45.5 km

うち重要な下水管の耐震化 10 km 12 km
180 km 200.1 km

ー
更新

実績
朝日系導水路B管、春日井浄水場、鳴
海配水場

実施
空⾒ｽﾗｯｼﾞﾘｻｲｸﾙｾﾝﾀｰ第２期施設、内浜
ポンプ所

整備・改修
更新
補修
整備
更新
更新
−

更新

更新
補修
整備
更新
更新

空⾒ｽﾗｯｼﾞﾘｻｲｸﾙｾﾝﾀｰ第２期施設、内浜
ポンプ所

実施

予定
朝日系導水路B管、春日井浄水場、鳴
海配水場

整備・改修

上
下
水
道
施
設

交
通
施
設

バ ス

地 下 鉄

水 道
基 幹 施 設

配 水 管

下 水 道
基 幹 施 設

下 水 管

更新及び耐震化

配水池の点検・清掃
配水塔の点検

事項

配水管の整備（防災拠点へ至る配水管の耐震化含む）

ドローン等による水管橋の点検

改築及び耐震化

コンクリート構造物の詳細点検
下水管の改築

下水管内調査

地下鉄電気設備
地下鉄車両
地下鉄車両の主要電気機器

バス停留所施設
バス車両
地下鉄構造物の⻑寿命化
地下鉄駅のリニューアル
エレベーター・エスカレーター



② 施設の再編整備 令和6年度
区分 施設類型 事項

千種区役所等複合庁舎改築事業

港区役所南陽支所等複合庁舎改築事業

一般施設・学校 橘小学校等複合化整備事業

丸の内小（御園小・名城小統合校）整備事業

あおなみ小（野跡小・稲永小統合校）整備事業

たかしま小（高坂小・しまだ小統合校）整備事業

みやこ小（内山小・大和小統合校）整備事業

年度末時点における市営住宅等管理⼾数 61,381 ⼾ 61,635 ⼾

[対前年度増減⼾数] ▲306[ ⼾］ ▲52[ ⼾]

水処理センターの再構築

空⾒スラッジリサイクルセンター
第２期焼却施設の整備

営業所の方面別再編

工事

工事

設計

整備中

開設済（東部、⻄部、南部）
整備中（北部）

山崎水処理センターの改築に
伴う汚水送水管の設計等

実績
実施設計等

実施設計等

事業者公募・選定

工事

予定
実施設計等

実施設計等

工事

事業者公募・選定

山崎水処理センターの改築に
伴う汚水送水管の設計等

上下水道施設

市
設
建
築
物

公
営
企
業
施
設

一 般 施 設

学 校

市 営 住 宅 等

工事

工事

整備中

開設済（東部、⻄部、南部）
整備中（北部）

設計



③ 保有資産の有効活用等 令和6年度

1,278,429 千円 1,201,756 千円

資産の一時貸付 894,390 千円 829,712 千円

ネーミングライツ料及び広告収⼊等 384,039 千円 372,044 千円

④ 計画の推進
区分

予定 実績

利用予定の無くなった土地の貸付や売却

広告収⼊、ネーミングライツ

マーケットサウンディング

利用予定の無くなった土地の貸付や売却

広告収⼊、ネーミングライツ

マーケットサウンディング

予定 実績

組織体制
公有財産運用協議会・幹事会

上下水道局における取組み

広告料収⼊の確保広告料収⼊の確保

公 営 企 業 施 設

開催

開催

開催

開催

駅構内店舗の設置に向けた調査等 駅構内店舗の設置に向けた調査等

市 設 建 築 物
・

公 共 土 木 施 設

区分

事項

アセットマネジメント推進委員会・幹事会

事項

保有資産の有効活用等による収⼊額

交通局における取組み


